























































































可能とするため、 「国防」に焦点を絞った国家諸機関の一元的体制の実現が急務とされていたからである。辻もまた、かような空気の満つる中 生 、当然、帝国大学 学部の一員として当時の諸問題に対して敏感に反応していた。　
先に当時を「戦争の時代」と書いたが、その戦争が《総力戦》であった点も見逃せない。昭和一五年に総力戦研
















































































かも知れない 、山崎に対する辻の上掲の批判は適確であろう。確かに大本営政府連絡会議は、 「外面的制度の存在のみ」からすれば のように期待を持てた。しかし、それによって「一般 国務と統帥事務」の調和がはかられるというのは夢物語である。東條首相による陸相兼任も一時的な統合に過ぎず、永続的な制度 なった訳ではない。東條はその後、参謀 長をも兼任したが、それでもなお辻の批判――「改革の問題はもつ 一般的 性質のものでなけ ばならない」――を浴びずに済むも で なかった。首相・陸相・参謀総長の兼任は あくまで東條内閣特有の現象であった。　
さて、山崎『内閣制度の研究』に対する辻の書評は、 「統帥と国務の調和」に関する以上の議論に尽きるもので













中核であった。同特例は、昭和一八年一一月に早くも改正され、第一条が「大東亜戦争ニ際シ鉄鋼、石炭、軽金属、船舶、航空機等重要軍需物資ノ生産拡充、主要食糧ノ確保、防空ノ徹底強化其ノ他総合国力ノ拡充運用上特ニ必要アルトキハ内閣総理大臣ハ関係各省大臣ニ対シ必 ナル指示ヲ為スコトヲ得」となり、 「総合国力ノ拡充運用上特ニ必要アルトキハ」各省 への「指示」権を首相に認めるものとなった。より広範な「指示」権を首相に与えた事になるが 辻もこの「指示」権に着目し、昭和一九年 刊行された法律雑誌上で次のように述べている。
「戦時行政職権特例の発布は、苛烈な決戦段階における軍需生産力の飛躍的増強といふ至上命題が不可避的に要請したところのものであり、この分野において少からぬ貢献を齎したものであつたが 同時にそれが内閣総理大臣の強力な『指示権』――実質的には指揮命令権を意味する――を規定することによつて、内閣自体の統



































































































辻の分析によれば 明治憲法下 内閣 その創設過程で何よりも「藩閥性」の影響を強く受け、首相が強力な
指導力を発揮する には馴染まない多元的割拠的な構造となっていた。この明治以来の閣内での多元的割拠的な構造を取り払い、総理大臣の強力な指導を可能とさせるものとして辻が期待を示したのが上述の戦時行政職権特例であった。それは、国務大臣単独責任制度や閣 での均衡性、総理大臣の「同輩中の首席」性といった既存の閣内秩序を一変させるものとして期待できたのである。このように、内閣制度創設期に克服できなかった課題の解決可能性が昭和戦中期になって生じ きた は、蓋 「戦時」だからこそであった。 は言う
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一三三頁以下。略歴 一部を示せば、大正二年京都市生まれ、昭和八年京都帝国大学文学部独逸文学科入学、翌年退学、東京帝国大学法学部政治学科入学、同一二年卒業 法学部助手、蠟山政道の指導を受ける（その後、矢 貞治が名目的に指導教官を務めた点については、関嘉彦・辻清明・松本重治「追悼座談会
　




参照、辻清明「私の行政学」 『年報行政研究』一七号（昭和五八年三月） 、三～六頁。辻は、 「政治と行政との接点ないし交錯




一七・一八年にその後の研究の「基本設計をほぼ確立」していたのではないかと述べている点も注目に値する。西尾勝・村松岐夫・大森彌・武藤博己「辻行政学を語る」 『季刊行政管理研究』五六号（平成三年 月） 六二～六五頁
（５）
　


































































辻清明「 昭和一七年） 」 『国家学会雑誌』五七巻二号（昭和一八年二月） 、九八頁。
（
１8）　




虞があった。山崎もこの点に相当な注意を払い、憲法上の疑義が噴出しないよう努め、 「内閣総理大臣 地位権限を強化することは、現行内閣制度の円満なる運用上不可缺 要件と考へられる。併しながらそれはどこ迄も、国務大臣が憲法上同等 立場に於て併立するといふ、帝国憲法の原則の許容する範囲内であることを要する」 、と述べている（前掲山崎『内閣 研究』 、三九一頁） 。




理大臣の権限強化に期待している。即ち金森は、戦時行政職権特例に現れた首相「指示」権につき、 「内閣の首班としての所見を明にして行政の範囲に於て法的に各省大臣の意思決定の内容を限定するものである」と述べ、 「しかし之は一般 指揮命令の如く其の無条件的服従を要請するものではない 各省大臣が国務大臣として有する意見の独自性を害することを得ざるは憲法上の要請である。故 各省大臣は国務大臣としての所見と一致し得る場合には之に従ふべく一致し得ず 信ずる場合には に相応する態度を執るべきこと なるであらう」とし いる（金森「決戦行政態勢の進展」 『国策研究会週報』五巻八号（昭和一八年二月） 、六頁） 。
　　
両者の議論から浮かび上がるのは、戦時行政職権特例のはらむ法的問題点が憲法第五五条との整合性如何に存したという点であ


























う筆者の気持から、加筆は最小限にとどめておいた」と注記しているが（ 「基因」 、一一五頁） 、例えば議院内閣制に関する記述（六〇頁）や統帥権の独立への言及（一一〇頁）を新たに加えている点は、この論文が何を問題としていたのかという点を考えるならば、やはり重い意味のある加筆ではなかろうか。更に、原論文「樹立」にある「むすび」四頁分が全て削除されている事も注意したい。しかし勿論、全体 論旨が変更された訳ではない。
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辻は、 「藩閥政府自体の直接的強化を目的とする制度的方策」として、統帥権の独立を挙げ（ 「基因」 、一〇四頁以下及び





















謀総長兼任になろう。兼任経緯については、稲葉和夫「資料解説」参謀本部編『杉山メモ』 （原書房・昭和四二年） 、二六頁以下、鈴木多聞『 「終戦」の政治史』 （東京大学出版会・平成二三年） 、九頁以下を参照。
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andlung, １975, S. １１f. また更に、昭和二〇年八月以降を含めた日本憲法史を考えていく上でも、辻の議論は大きな意味を持って
いる。この点と関連して、明治憲法と昭和憲法を貫く言わば通史としての日本憲法史・憲法学説史研究の重要性を示す論考として、例えば、長谷川正安「日本憲法学史を考える」 『法律時報』六五巻一号（平成五年一月）を参照。
―あらくに
　
けいすけ・東洋大学大学院法学研究科博士後期課程―
戦中の辻清明〔荒邦　啓介〕
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